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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電磁パルスを発生する脅威を捜索する捜索ステップと、
　前記捜索ステップにおける脅威の探知に応答して、集光点にレーザ光を集光して前記集
光点においてプラズマを発生する発生ステップ
とを具備する
　電磁パルス防護方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の電磁パルス防護方法であって、
　前記発生ステップでは複数の前記集光点のそれぞれにレーザ光を集光して複数の前記集
光点のそれぞれにおいてプラズマを発生する
　電磁パルス防護方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の電磁パルス防護方法であって、
　複数の前記集光点のそれぞれにおいてプラズマを発生することにより、前記電磁パルス
から防護されるべき防護対象と前記脅威の間にプラズマが形成され、これにより前記脅威
によって発生される前記電磁パルスから前記防護対象が遮蔽される
　電磁パルス防護方法。
【請求項４】
　請求項１に記載の電磁パルス防護方法であって、
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　前記発生ステップでは前記集光点に複数のレーザ装置によって発生されたレーザ光が集
光される
　電磁パルス防護方法。
【請求項５】
　請求項２に記載の電磁パルス防護方法であって、
　複数の前記集光点のうちの一の集光点に、複数のレーザ装置のうちの複数によって発生
されたレーザ光が集光される
　電磁パルス防護方法。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれかに記載の電磁パルス防護方法であって、
　前記レーザ光が、パルス発振を行うパルスレーザによって発生されたパルスレーザ光で
ある
　電磁パルス防護方法。
【請求項７】
　請求項１に記載の電磁パルス防護方法であって、
　前記集光点の位置が前記脅威の位置に応じて定められた
　電磁パルス防護方法。
【請求項８】
　請求項７に記載の電磁パルス防護方法であって、
　前記集光点の位置が、前記電磁パルスから防護されるべき防護対象の位置と前記脅威の
位置の間に設定される
　電磁パルス防護方法。
【請求項９】
　電磁パルスを発生する脅威を捜索する脅威探知装置と、
　前記脅威探知装置による前記脅威の探知に応答して、集光点にレーザ光を集光して前記
集光点においてプラズマを発生するレーザシステム
とを具備する
　電磁パルス防護システム。
【請求項１０】
　請求項９に記載の電磁パルス防護システムであって、
　前記レーザシステムは、それぞれがレーザ光を生成する複数のレーザ装置を具備し、
　前記レーザシステムは、複数の前記集光点のそれぞれに前記複数のレーザ装置が発生す
るレーザ光を集光して複数の前記集光点のそれぞれにおいてプラズマを発生するように構
成された
　電磁パルス防護システム。
【請求項１１】
　請求項９に記載の電磁パルス防護システムであって、
　前記レーザシステムは、それぞれがレーザ光を生成する複数のレーザ装置を具備し、
　前記レーザシステムは、前記集光点に前記複数のレーザ装置によって発生されたレーザ
光を集光するように構成された
　電磁パルス防護システム。
【請求項１２】
　請求項１０に記載の電磁パルス防護システムであって、
　複数の前記集光点のうちの一の集光点に、複数のレーザ装置のうちの複数によって発生
されたレーザ光が集光される
　電磁パルス防護システム。
【請求項１３】
　請求項９乃至１２のいずれかに記載の電磁パルス防護システムであって、
　前記レーザシステムは、前記レーザ光をパルス発振によって発生する
　電磁パルス防護システム。
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【請求項１４】
　請求項９に記載の電磁パルス防護システムであって、
　前記レーザシステムは、前記集光点の位置を前記脅威の位置に応じて設定する
　電磁パルス防護システム。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の電磁パルス防護システムであって、
　前記集光点の位置が、前記電磁パルスから防護されるべき防護対象と前記脅威の間に設
定される
　電磁パルス防護システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁パルス防護方法及び電磁パルス防護システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子機器は、強力な電磁パルスを受けると、正常に動作せず、場合によっては破壊して
しまうことがある。ＥＭＰ（electromagnetic pulse）兵器は、このような現象を利用す
るものであり、何らかの方法によって強力な電磁パルスを発生し、目標物に照射すること
で電子機器の動作を妨害し、又は破壊するように構成される。
【０００３】
　近年のＥＭＰ兵器の開発により、様々な装備をＥＭＰ兵器から発せられる強力な電磁パ
ルスによる攻撃から防護する必要が生じている。ＥＭＰ兵器による攻撃から防護対象を防
護するための一つの方法は、防護対象の全体を導電体で形成されたシールドで覆う方法で
ある。しかしながら、この方法は、例えば、レーダのアンテナのように、装置の構成上、
電気的な開口が不可欠な防護対象には適用できない。また、シールド形成の施工の問題で
、シールドに隙間が生じた場合にも電磁パルスの影響を防ぐことが困難となり、電子機器
に影響を与えることは避けられない。
【０００４】
　このような背景から、電気的な開口が不可欠な防護対象を含む様々な防護対象を強力な
電磁パルスによる攻撃から防護する技術の提供が望まれる。
【０００５】
　なお、本発明に関連し得る技術として、特開第２００７－２０６５８８号公報は、レー
ザビームを集光してプラズマを発生させ、そのプラズマから発行する可視光により文字、
画像等の可視像を空中に描く空中可視像形成装置を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－２０６５８８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　したがって、本発明の目的の一つは、電気的な開口が不可欠な防護対象を含む様々な防
護対象を電磁パルスによる攻撃から防護する技術を提供することにある。
【０００８】
　本発明の他の目的及び新規な特徴は、本明細書及び図面の開示から理解されるであろう
。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　以下では、［発明を実施するための形態］において使用される番号・符号を用いて、課
題を解決するための手段を説明する。これらの番号・符号は、特許請求の範囲の記載と発
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明を実施するための形態との対応関係の一例を示すために、参考として、括弧付きで付加
されたものである。
【００１０】
　本発明の一の観点では、電磁パルス防護方法が、電磁パルス（２ａ）を発生する脅威（
２）を捜索する捜索ステップと、捜索ステップにおける脅威（２）の探知に応答して、集
光点（４）にレーザ光（５）を集光して集光点（４）においてプラズマ（６）を発生する
発生ステップとを具備する。
【００１１】
　一実施形態では、発生ステップにおいて複数の集光点（４）のそれぞれにレーザ光（５
）を集光して複数の集光点（４）のそれぞれにおいてプラズマ（６）を発生する。複数の
集光点（４）のそれぞれにおいてプラズマ（６）を発生することにより、電磁パルス（２
ａ）から防護されるべき防護対象（３）と脅威（２）の間にプラズマ（６）が生成され、
これにより脅威（２）によって発生される電磁パルス（２ａ）から防護対象（３）が防護
される。
【００１２】
　一実施形態では、発生ステップにおいて集光点（４）に複数のレーザ装置（２２）によ
って発生されたレーザ光（５）が集光されてもよい。他の実施形態では、複数の集光点（
４）のうちの一の集光点（４）に、複数のレーザ装置（２２）のうちの複数によって発生
されたレーザ光（５）が集光されてもよい。
【００１３】
　レーザ光（５）は、パルス発振を行うパルスレーザによって発生されたパルスレーザ光
であることが好ましい。
【００１４】
　集光点（４）の位置は、脅威（２）の位置に応じて定められることが好ましい。一実施
形態では、集光点（４）の位置が、電磁パルス（２ａ）から防護されるべき防護対象（３
）の位置と脅威（２）の位置の間に設定される。
【００１５】
　本発明の他の観点では、電磁パルス防護システムが、電磁パルス（２ａ）を発生する脅
威（２）を捜索する脅威探知装置（１０）と、脅威探知装置（１０）による脅威（２）の
探知に応答して、集光点（４）にレーザ光（５）を集光して集光点（４）においてプラズ
マ（６）を発生するレーザシステム（２０、３０）とを具備する。
【００１６】
　一実施形態では、レーザシステム（３０）は、それぞれがレーザ光（５）を生成する複
数のレーザ装置（２２）を具備する。この場合、レーザシステム（３０）は、複数の集光
点（４）のそれぞれに複数のレーザ装置（２２）が発生するレーザ光（５）を集光して複
数の集光点（４）のそれぞれにおいてプラズマ（６）を発生するように構成されることが
好ましい。
【００１７】
　一実施形態では、また、レーザシステム（３０）が、集光点（４）に複数のレーザ装置
（２２）によって発生されたレーザ光（５）を集光するように構成されてもよい。複数の
集光点（４）のうちの一の集光点（４）に、複数のレーザ装置（２２）のうちの複数によ
って発生されたレーザ光（５）が集光されてもよい。
【００１８】
　一実施形態では、レーザシステム（２０、３０）は、レーザ光（５）をパルス発振によ
って発生することが好ましい。
【００１９】
　また、レーザシステム（２０、３０）は、集光点（４）の位置を脅威（２）の位置に応
じて設定することが好ましい。一実施形態では、集光点（４）の位置が、電磁パルス（２
ａ）から防護されるべき防護対象（３）と脅威（２）の間に設定される。
【発明の効果】
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【００２０】
　本発明によれば、様々な防護対象を電磁パルスによる攻撃から防護することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】第１の実施形態の電磁パルス防護システムの例を示す概念図である。
【図２】第１の実施形態における電磁パルス防護システムの構成の一例を示すブロック図
である。
【図３】第１の実施形態の電磁パルス防護システムの動作の一例を示すフローチャートで
ある。
【図４】第２の実施形態の電磁パルス防護システムの例を示す概念図である。
【図５】第２の実施形態における電磁パルス防護システムの構成の一例を示すブロック図
である。
【図６】第３の実施形態の電磁パルス防護システムの例を示す概念図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
（第１の実施形態）
　図１は、本発明の第１の実施形態の電磁パルス防護システム１の例を示す概念図である
。本実施形態の電磁パルス防護システム１は、強力な電磁パルス（ＥＭＰ）による攻撃能
力を有する脅威２が防護対象３に接近していると判断される場合に、脅威２が発生する電
磁パルス２ａから防護対象３を防護するためのものである。脅威２としては、例えば、航
空機やミサイル等の飛翔体に搭載されたＥＭＰ兵器が挙げられる。以下で詳細に述べられ
るように、本実施形態の電磁パルス防護システム１は、集光点４にレーザ光５を集光する
ことで集光点４においてプラズマ６を生成し、生成されたプラズマ６を用いて脅威２が発
生する電磁パルス２ａから防護対象３を防護する。プラズマは、プラズマ周波数よりも低
い周波数を有する電波を反射する性質を有しているから、適切な位置にプラズマ６を発生
することにより、電磁パルス２ａから防護対象３を防護することができる。
【００２３】
　図２は、本実施形態における電磁パルス防護システム１の構成の一例を示すブロック図
である。本実施形態の電磁パルス防護システム１は、脅威探知装置１０と、レーザシステ
ム２０とを備えている。脅威探知装置１０は、脅威２を捜索し、その位置を特定する装置
である。脅威探知装置１０は、脅威２を探知した場合、脅威２に関する情報、例えば、位
置や速度等を示す脅威探知情報をレーザシステム２０に送信する。一実施形態では、レー
ザレーダが脅威探知装置１０として用いられ得る。
【００２４】
　レーザシステム２０は、脅威探知装置１０から受け取った脅威探知情報に応じて集光点
４を設定し、更に、設定した集光点４にレーザ光５を集光するように構成されている。詳
細には、レーザシステム２０は、インターフェース２１、レーザ装置２２、駆動機構２３
と、制御部２４とを備えている。
【００２５】
　インターフェース２１は、脅威探知装置１０から脅威探知情報を受けとって制御部２４
に転送する。
【００２６】
　レーザ装置２２は、レーザ光５を発生する。本実施形態では、レーザ装置２２は、パル
ス発振を行うパルスレーザとして構成されており、発生されるレーザ光５は、パルスレー
ザ光である。レーザ装置２２としてパルスレーザが用いられるのは、集光点４におけるプ
ラズマの発生を容易化するためである。上述のように、本実施形態の電磁パルス防護シス
テム１は、集光点４においてプラズマ６を生成し、そのプラズマ６によって防護対象３を
電磁パルスから防護する構成を採用している。集光点４においてプラズマ６を生成するた
めには、集光点４における電界強度を大気の絶縁破壊電界強度よりも増大すればよい。パ
ルスレーザは、レーザ光のピーク出力、即ち、瞬間的な電界強度の増大に適しており、よ
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って、プラズマの発生のためには、レーザ装置２２としてパルスレーザを用いることが好
ましい。レーザ装置２２としては、例えば、レーザ波長が１．０６μｍ、パルス幅が１０
ｎｓ、パルスエネルギーが１００Ｊのパルスレーザ光を発生するパルスレーザが用いられ
得る。なお、プラズマが発生可能であれば、レーザ装置２２として連続波発振を行うレー
ザを用いてもよい。この場合、連続波レーザ光がレーザ光５として発生される。
【００２７】
　駆動機構２３は、レーザ装置２２を駆動してレーザ装置２２の光軸の方向（即ち、レー
ザ光５が出射される方向）を所望の向きに向けるための機構である。駆動機構２３は、レ
ーザ装置２２の仰俯角（水平面と光軸の間の角度）及び旋回角（水平面にある所定方向と
、光軸の水平面への投影の間の角度）が制御部２４から与えられた指令値になるようにレ
ーザ装置２２の向きを制御する。
【００２８】
　制御部２４は、所望の位置の集光点４にレーザ光５が集光されるようにレーザ装置２２
と駆動機構２３とを制御する。詳細には、制御部２４は、脅威探知装置１０から受け取っ
た脅威探知情報に応じて集光点４の位置を設定する。制御部２４は、更に、レーザ光５が
集光点４に向けて出射されるように（即ち、レーザ装置２２の光軸が集光点４を通過する
ように）駆動機構２３を制御すると共に、レーザ光５が集光点４において集光されるよう
にレーザ装置２２の焦点距離（レーザ装置２２の光学系の焦点距離）を調節する。
【００２９】
　図３は、本実施形態の電磁パルス防護システム１の動作の一例を示すフローチャートで
ある。脅威探知装置１０により、所定の警戒領域（例えば、防護対象３を含む領域）にお
ける脅威２の捜索が行われる。（ステップＳ０１）。脅威探知装置１０は、捜索により脅
威２を探知すると、脅威２に関する情報、例えば、位置や速度等を示す脅威探知情報をレ
ーザシステム２０に送信する。
【００３０】
　更に、レーザシステム２０の制御部２４により、集光点４の位置が設定される。（ステ
ップＳ０２）。集光点４の位置の設定は、脅威探知情報に基づいて行われる。本実施形態
では、脅威探知情報に記述された脅威２の位置に基づいて集光点４の位置が設定される。
一実施形態では、脅威探知情報を参照して脅威２と防護対象３の間の位置に集光点４が設
定されてもよい。他の実施形態では、脅威探知情報に記述された脅威２の位置及び速度に
基づいてレーザ光５が出射される時点における脅威２の予測位置が算出され、算出された
予測位置と防護対象３の間の位置に集光点４が設定されてもよい。
【００３１】
　更に、レーザ光５が集光点４で集光されるように出射される（ステップＳ０３）。詳細
には、駆動機構２３により、レーザ光５が集光点４を通過するようにレーザ装置２２の光
軸の向きが調節され、更に、レーザ装置２２の焦点距離が調節される。レーザ装置２２の
光軸の向きと焦点距離の調節が完了すると、レーザ装置２２は、制御部２４による制御の
下、レーザ光５を出射する。
【００３２】
　レーザ光５が集光点４に集光され、集光点４において電界強度が大気の絶縁破壊電界強
度を超えると、集光点４においてプラズマ６が生成される。上述のように、レーザ光５と
してパルス発振によって発生されたパルスレーザ光を用いることで、プラズマ６の発生が
容易化されることに留意されたい。プラズマは、プラズマ周波数よりも低い周波数を有す
る電波を反射する性質を有しているから、レーザ光５によって生成されたプラズマ６は、
電磁パルスに対する電磁シールドとして機能する。したがって、脅威２が発生する電磁パ
ルス２ａから、防護対象３を防護することができる。
【００３３】
　脅威２の捜索は、電磁パルス防護システム１が動作している限り継続して行われ、脅威
２の探知に応答して（例えば、脅威２が探知される毎に）、集光点４の位置の設定とレー
ザ光５の出射が行われる。
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【００３４】
　上述の動作では、集光点４の位置が脅威２の位置に基づいて決定されるが、集光点４の
位置は、脅威２の位置に関係なく予め決められていてもよい。この場合、予め決められた
位置の集光点４にレーザ光５が集光される。
【００３５】
　本実施形態の電磁パルス防護システム１の利点の一つは、様々な防護対象を電磁パルス
による攻撃から防護できることにある。電磁シールドとしてプラズマを利用する本実施形
態の電磁パルス防護システム１は、防護対象３の全体を導電体で形成されたシールドで覆
う必要がない。したがって、本実施形態の電磁パルス防護システム１は、防護対象３が、
例えばレーダのアンテナのように、装置の構成上、電気的な開口が不可欠である場合にも
適用可能である。加えて、本実施形態の電磁パルス防護システム１は、防護対象３の規模
が大きい場合でも低コストで防護対象３を防護することができる。
【００３６】
（第２の実施形態）
　図４は、本発明の第２の実施形態の電磁パルス防護システム１Ａの例を示す概念図であ
る。第２の実施形態の電磁パルス防護システム１Ａは、複数のレーザ装置を備えており、
複数の集光点４のそれぞれに該複数のレーザ装置によって生成されたレーザ光５を集光す
るように構成されている。このような構成によれば、広い領域にプラズマ６を生成するこ
とができるので、より確実に電磁パルスから防護対象３を防護することができる。
【００３７】
　図５は、第２の実施形態の電磁パルス防護システム１Ａの構成の例を示すブロック図で
ある。本実施形態の電磁パルス防護システム１Ａは、脅威探知装置１０と、レーザシステ
ム３０とを備えている。脅威探知装置１０は、脅威２を捜索し、捜索によって脅威２を探
知した場合、脅威２に関する情報、例えば、位置や速度等を示す脅威探知情報をレーザシ
ステム３０に送信する。例えば、レーザレーダが脅威探知装置１０として用いられ得る。
【００３８】
　レーザシステム３０は、脅威探知装置１０から受け取った脅威探知情報に応じて複数の
集光点４を設定し、更に、設定した複数の集光点４のそれぞれにレーザ光５を集光するよ
うに構成されている。詳細には、レーザシステム３０は、レーザ照射管制装置３１と、複
数のサブシステム２０Ａ～２０Ｃを備えている。
【００３９】
　レーザ照射管制装置３１は、脅威探知装置１０から受け取った脅威探知情報に応じて複
数の集光点４を設定する。レーザ照射管制装置３１は、更に、サブシステム２０Ａ～２０
Ｃのそれぞれに、設定した複数の集光点４のうちから指定した集光点４の位置でレーザ光
５が集光されるようにレーザ光５を出射するように指示するレーザ照射指令を送信する。
図６では、サブシステム２０Ａ、２０Ｂ、２０Ｃに対して指定した集光点４が、それぞれ
、符号４Ａ、４Ｂ、４Ｃで示されている。サブシステム２０Ａ、２０Ｂ、２０Ｃは、それ
ぞれに送信されたレーザ照射指令に応じて、それぞれ、集光点４Ａ、４Ｂ、４Ｃに集光さ
れるようにレーザ光５を出射する。
【００４０】
　サブシステム２０Ａ～２０Ｃのそれぞれは、第１の実施形態のレーザシステム２０と同
様の構成を有している。より具体的には、サブシステム２０Ａ～２０Ｃは、それぞれ、イ
ンターフェース２１、レーザ装置２２、駆動機構２３と、制御部２４とを備えている。
【００４１】
　インターフェース２１は、レーザ照射管制装置３１からレーザ照射指令を受けとって制
御部２４に転送する。レーザ装置２２は、集光点４に集光するレーザ光５を発生する。第
１の実施形態と同様に、レーザ装置２２は、パルス発振を行うパルスレーザとして構成さ
れている。駆動機構２３は、レーザ装置２２を駆動してレーザ装置２２の光軸の方向（即
ち、レーザ光５が出射される方向）を所望の向きに向ける。制御部２４は、レーザ照射指
令に指示された位置の集光点４にレーザ光５が集光されるようにレーザ装置２２と駆動機
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構２３とを制御する。制御部２４は、レーザ装置２２の光軸をレーザ光５が集光点４を通
過する方向に向けるように駆動機構２３を制御し、更に、レーザ装置２２の焦点距離を調
節する。
【００４２】
　第２の実施形態の電磁パルス防護システム１Ａの動作は、複数のレーザ装置２２から出
射されたレーザ光５が、それぞれについて指定された集光点４に集光される点を除けば、
第１の実施形態の電磁パルス防護システム１の動作と同様である。
【００４３】
　より具体的には、脅威探知装置１０により、所定の警戒領域（例えば、防護対象３を含
む領域）における脅威２の捜索が行われ、捜索により脅威２が探知されると、脅威探知情
報が脅威探知装置１０からレーザシステム３０に送信される。
【００４４】
　更に、レーザ照射管制装置３１により、集光点４の位置が複数設定される。該複数の集
光点４は、互いに位置が異なるように設定される。これは、上述のように、プラズマ６が
生成される領域を拡大し、より確実に防護対象３を電磁パルスから防護するためである。
プラズマ６が生成される領域を拡大することで、広い領域で電磁パルスを反射することが
でき、脅威２から防護対象３に電磁パルスが到達しにくくなる。
【００４５】
　本実施形態においても、集光点４の位置の設定は、脅威探知情報に基づいて行われる。
一実施形態では、脅威探知情報を参照して脅威２と防護対象３の間の複数の位置に集光点
４が設定されてもよく、他の実施形態では、脅威探知情報に記述された脅威２の位置及び
速度に基づいてレーザ光５が出射される時点における脅威２の予測位置が算出され、算出
された予測位置と防護対象３の間に集光点４の位置が設定されてもよい。レーザ照射管制
装置３１は、各サブシステム２０Ａ～２０Ｃに、設定した集光点４の位置でレーザ光５が
集光されるようにレーザ光５を出射するように指示するレーザ照射指令を送信する。
【００４６】
　更に、サブシステム２０Ａ～２０Ｃのそれぞれにより、対応する集光点４でレーザ光５
が集光されるように出射される。サブシステム２０Ａ～２０Ｃのそれぞれは、それぞれに
供給されたレーザ照射指令に指定された集光点４の位置でレーザ光５が集光されるように
レーザ光５を出射する。サブシステム２０Ａ～２０Ｃのそれぞれでは、駆動機構２３によ
り、レーザ光５が集光点４を通過するようにレーザ装置２２の光軸の向きが調節され、更
に、レーザ装置２２の焦点距離が調節される。レーザ装置２２の光軸の向きと焦点距離の
調節が完了すると、レーザ装置２２は、レーザ光５を出射する。
【００４７】
　レーザ光５が各集光点４に集光され、各集光点４において電界強度が大気の絶縁破壊電
界強度を超えると、各集光点４においてプラズマ６が生成される。プラズマは、プラズマ
周波数よりも低い周波数を有する電波を反射する性質を有しているから、レーザ光５によ
って生成されたプラズマ６は、電磁パルスに対する電磁シールドとして機能する。したが
って、脅威２が発生する電磁パルス２ａから、防護対象３を防護することができる。
【００４８】
　なお、上述の動作では、集光点４の位置が脅威２の位置に基づいて決定されるが、集光
点４の位置は、脅威２の位置に関係なく予め決められていてもよい。この場合、予め決め
られた位置の集光点４にレーザ光５が集光される。
【００４９】
　第２の実施形態の電磁パルス防護システム１Ａも、第１の実施形態の電磁パルス防護シ
ステムと同様に、様々な防護対象を強力な電磁パルスによる攻撃から防護できる。電磁シ
ールドとしてプラズマを利用する本実施形態の電磁パルス防護システム１は、防護対象３
の全体を導電体で形成されたシールドで覆う必要がなく、電気的な開口を有するような防
護対象３（例えば、レーダのアンテナ）や大規模な防護対象３の防護に適している。
【００５０】
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　加えて、第２の実施形態では、複数のレーザ装置２２（即ち、複数のサブシステム）が
設けられ、それぞれに対応する複数の集光点４が設定される。これにより、プラズマ６が
生成される領域を拡大し、より確実に防護対象３を電磁パルスから防護することができる
。
【００５１】
（第３の実施形態）
　図６は、本発明の第３の実施形態の電磁パルス防護システム１Ｂの例を示す概念図であ
る。第３の実施形態の電磁パルス防護システム１Ｂの構成は、第２の実施形態の電磁パル
ス防護システム１Ａの構成と同一である（図５参照）。ただし、第３の実施形態の電磁パ
ルス防護システム１Ｂは、複数のレーザ装置のそれぞれによって発生されたレーザ光５を
一の集光点４に集光するように動作する点で相違する。図６には、３つのサブシステム２
０Ａ～２０Ｃに設けられたレーザ装置２２によって発生されたレーザ光５を一の集光点４
に集光する動作が図示されている。
【００５２】
　より具体的には、脅威探知装置１０により、所定の警戒領域（例えば、防護対象３を含
む領域）における脅威２の捜索が行われ、捜索により脅威２が探知されると、脅威探知情
報が脅威探知装置１０からレーザシステム３０に送信される。
【００５３】
　更に、レーザ照射管制装置３１により、集光点４の位置が設定される。集光点４の位置
の設定は、脅威探知情報に基づいて行われる。本実施形態では、脅威探知情報に記述され
た脅威２の位置に基づいて集光点４の位置が設定される。一実施形態では、脅威探知情報
を参照して脅威２と防護対象３の間の位置に集光点４が設定されてもよい。他の実施形態
では、脅威探知情報に記述された脅威２の位置及び速度に基づいてレーザ光５が出射され
る時点における脅威２の予測位置が算出され、算出された予測位置と防護対象３の間の位
置に集光点４が設定されてもよい。レーザ照射管制装置３１は、各サブシステム２０Ａ～
２０Ｃに、設定した集光点４の位置でレーザ光５が集光されるようにレーザ光５を出射す
るように指示するレーザ照射指令を送信する。
【００５４】
　更に、サブシステム２０Ａ～２０Ｃのそれぞれにより、レーザ光５が集光点４で集光さ
れるように出射される。サブシステム２０Ａ～２０Ｃのそれぞれは、レーザ照射指令に指
定された集光点４の位置でレーザ光５が集光されるようにレーザ光５を出射する。サブシ
ステム２０Ａ～２０Ｃのそれぞれでは、駆動機構２３により、レーザ光５が集光点４を通
過するようにレーザ装置２２の光軸の向きが調節され、更に、レーザ装置２２の焦点距離
が調節される。レーザ装置２２の光軸の向きと焦点距離の調節が完了すると、レーザ装置
２２は、レーザ光５を出射する。
【００５５】
　レーザ光５が集光点４に集光され、集光点４において電界強度が大気の絶縁破壊電界強
度を超えると、集光点４においてプラズマ６が生成される。プラズマは、プラズマ周波数
よりも低い周波数を有する電波を反射する性質を有しているから、レーザ光５によって生
成されたプラズマ６は、電磁パルスに対する電磁シールドとして機能する。したがって、
脅威２が発生する電磁パルス２ａから、防護対象３を防護することができる。
【００５６】
　なお、上述の動作では、集光点４の位置が脅威２の位置に基づいて決定されるが、集光
点４の位置は、脅威２の位置に関係なく予め決められていてもよい。この場合、予め決め
られた位置の集光点４にレーザ光５が集光される。
【００５７】
　第３の実施形態の電磁パルス防護システム１Ｂも、第１及び第２の実施形態の電磁パル
ス防護システム１、１Ａと同様に、様々な防護対象を強力な電磁パルスによる攻撃から防
護できる。電磁シールドとしてプラズマを利用する本実施形態の電磁パルス防護システム
１Ｂは、防護対象３の全体を導電体で形成されたシールドで覆う必要がなく、電気的な開
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に適している。
【００５８】
　加えて、複数のレーザ装置２２で生成されたレーザ光５を一の集光点４で集光させる第
３の実施形態の電磁パルス防護システム１Ｂは、個々のレーザ装置２２の小型化に適して
いる。本実施形態の電磁パルス防護システム１Ｂは、複数のレーザ装置２２のそれぞれで
生成されたレーザ光５を一の集光点４に集光するため、個々のレーザ光５の出力を小さく
できる。これは、個々のレーザ装置２２の小型化が可能であることを意味している。個々
のレーザ装置２２を小型化することにより、サブシステム２０Ａ～２０Ｃのそれぞれを移
動体（例えば、車両や艦船）に搭載することができ、これは、運用性の向上に寄与する。
【００５９】
　異なる観点で見れば、第３の実施形態の電磁パルス防護システム１Ｂは、大出力のプラ
ズマ６の生成に適しているということもできる。複数のレーザ装置２２を使用する本実施
形態の電磁パルス防護システム１Ｂは、レーザ装置２２の数を増大させ、又は、個々のレ
ーザ装置２２の出力を増大させることで、大出力のプラズマ６を生成することができる。
【００６０】
　なお、第２の実施形態のように複数の集光点４を設定すると共に、該複数の集光点４の
うちの少なくとも一の集光点４（最も好適には、該複数の集光点４の各々）について、該
集光点４に複数のレーザ装置２２によって生成されたレーザ光５を集光してもよい。これ
により、広い領域でプラズマ６を発生させながら、個々のレーザ装置２２の出力を低減す
る（又は大出力のプラズマ６を生成する）ことができる。このような手法は、レーザ装置
２２の数が、設定される集光点４の数よりも多い場合に採用され得る。
【００６１】
　以上には、本発明の実施形態が様々に記載されているが、本発明は、上記の実施形態に
限定されると解釈してはならない。本発明が、様々な変更と共に実施され得ることは、当
業者には自明的であろう。
【符号の説明】
【００６２】
１、１Ａ、１Ｂ：電磁パルス防護システム
２　　　：脅威
２ａ　　：電磁パルス
３　　　：防護対象
４、４Ａ～４Ｃ：集光点
５　　　：レーザ光
６　　　：プラズマ
１０　　：脅威探知装置
２０　　：レーザシステム
２０Ａ～２０Ｃ：サブシステム
２１　　：インターフェース
２２　　：レーザ装置
２３　　：駆動機構
２４　　：制御部
３０　　：レーザシステム
３１　　：レーザ照射管制装置
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